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留意していただきたい点

• 本報告は中間段階のもので検討の考え方を中心に示している。今後検討が進
むにしたがってここに示した内容が大幅に変更される場合がある

• 本日の討議は事業モデルのあらゆる可能性に対して活発な議論を促すための
ものであって、特定の事業モデルを決定するものではない。むしろ発想の広が
りに役に立てていただきたい

• また検討の前提については実施上のフィジビリティを確認していないものも含
まれる。これらに関しては後日詳細検討が求められる

• 今後数字を用いた分析を行う予定であるが、使用する数字自体は外部から入
手したデータに限られているため、あらためて多面的な検証が必要と考える
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はじめに

¶郵政民営化については、4月の経済財政諮問会議で論点が整理され、準備室の検討活動
が開始された

¶秋の取りまとめに向けて、できるだけ早い段階で、事業の成功に向けて解決すべき点を明
らかにするとともに、課題解決の方向性についても、いくつかのオプションを前提として具
体的中身の議論を進めていくことが必要と考えられる

¶特に、4つの機能それぞれについて、どのような事業モデルの可能性があるのか、自立し
た事業として成立しうるのかという点について、事業戦略の観点からたたき台を策定するこ
とが、今後の検討を進める上で有効と考えられた

¶本資料は、そのたたき台作成にあたって、その検討の枠組み・方法についての考え方をま
とめたものである
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本資料の構成

– 検討の目的

– 検討範囲と位置づけ

– 4事業として構築する意義

– 将来損益シミュレーション実施にあたって勘案すべき点

– 外部要因を勘案した4事業の将来シナリオ検討の考え方

– 民営化後の戦略的自由度と事業ポテンシャルの関係

– 次のステップ
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検討の目的

¶特に以下の3点に関して今後の準備室における事業モデルについての討議のたたき台を
提供

• ４つの機能に分けた事業モデル創出の意義の確認と４つの事業モデルの複数のオプ
ション抽出

• 将来の金利および政策といった外部環境を加味した中長期的な見通しのシナリオ

• 企業としての自助努力によるコスト効率化および新しい成長の可能性

¶これらの各事業モデルを数字で押さえつつ議論することで、各事業自立の要件を明確にす
るとともに政策面への意味合いを抽出し今後の多面的議論に反映
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検討範囲

経済財政諮問会議の主要論点
（一部抜粋）

郵政民営化の成功に向けて早期に確認しておくべきポイント

Ⅰ. 郵政民営化の必要性、意義が明確であること（Why)

Ⅱ. 民営化後の郵政会社が事業会社として自立経営し得ること
(What for 郵政公社）
1. 民営化後の郵政公社が事業会社として自立し得る戦略的な自由

度を確保した枠組みを設定すること（必要条件）
? 民間とのイコールフッティングを前提とする「官業の特典」廃止
? 機能別に4事業で検討することによる戦略自由度の拡大 等

2. その枠組みの中で実際に事業モデルとして成立する可能性が定
量的に確認できること
（十分条件）
? 市場要因を勘案した成り行きの事業規模水準試算
? その上での自助努力による経営効率性改善、事業成長可能性

の検証

Ⅲ. 国民にとって、郵政民営化を前提とした国の政策の全体像が明確で
納得感のあるものであること（What for 政策）

? ユニバーサルサービス義務の定義と維持コスト
? 財投改革、国債政策との整合性 等

Ⅳ. 郵政民営化の実現がスムーズに行われるような組織体制、移行期
設計がなされること（How)

? 事業戦略の視点でみた「組織体制」の考え方
? 事業戦略の視点でみた移行期間設計の考え方

• 民営化を通じた4つの機能の自
立化
– 事業間のリスク遮断
– 国民の利便性の向上
– みえない国民負担の最小化
– 公的セクターへの資金流入の

圧縮

• 民営化による民間企業とのイ
コールフッティングの確保と経営
の自由度の拡大

• 2007年の民営化、移行期間の
設定

• ユニバーサルサービスの定義の
明確化

資料－１

特に「事業戦略」の視点から検討が必要

・・・
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検討の位置づけ

将来施策
およびシミュレーション

外部要因
によるもの

自助努力
によるもの

4事業の基本
構成

3事業の現状
把握

• 最新の決算報
告の把握

• 官業の特典を除
いたネット収支
の把握

• 2006年までの
中期経営計画
の内容の理解と
反映

• ハイレベルの事
業モデル案

• 窓口事業の定
義

• 収入およびコス
トの配分ルール

• 共通のシナリオ
– 金利環境
– 政策要件

• 各事業別の
FAW (Force at 
Work)
– 顧客動向など

• 改善のシナリオ
– 効率化
– 成長

• 戦略的自由度と
いう視点からの
フレームワーク
の創出とインパ
クトの推定

現状を事実
として把握

ベースケースの
策定

シナリオ別の
将来損益

戦略的自由度
の決定

事業モデル
の討議

事業モデル
成長要件の
討議

政策への
意味合い

準備室における4機能別の検討、
組織の検討、政策面の検討

資料－2

経済財政
諮問会議
の論点整
理

基本案の
とりまとめ
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4事業として構築する意義

1. 郵便局の窓口ネットワークに戦略自由度を与えることで、成長の原動力として位置づける
ことが可能となる
• 顧客リレーションシップ : 多数の顧客接点は複数の商品の重ね売り、1顧客当たりの

収益拡大に貢献
• 地域性の考慮 : 地域ごとの特色の反映を可能とする
• ブランドの確立 : 個々人にとっての郵政事業の体験空間として設計できる

2. 事業としての一貫性・透明性が生まれ、事業責任に対する規律が生まれる
• 各々の事業責任者の責任がより明確になる
• 各々が本業として最適なネットワークオペレーション体制を築くことが可能となる
• 商品提供側と販売側との間の一定の緊張関係が運用力の強化・あるいは販売効率の

促進につながる

3. 競争相手の製造する商品の販売を行うことで、新たな協調関係が生まれる
• 独立したチャネルとして第三者の商品を販売することで、新たな手数料ビジネスが生ま

れる
• 競合相手の商品販売を行うことで競合との対立から協調関係へとシフトし得る

資料－3
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将来損益シミュレーション実施にあたって勘案すべき点
～「事業の単位」と「将来損益を左右するレバー」

検討課題

政策事項

• 財投預託金廃止
• 2007年民営化、イ

コールフッティング
化 など

市場マクロ要因

• 金利
• 顧客動向

経営効率向上による
損益改善

• オペレーションによ
る効率改善など

新事業による成長
戦略

• 窓口での第三者商
品サービス代行販
売

• 郵便の海外戦略

不
確
実
性
の
レ
ベ
ル

大

小
４
事
業
の
「定
義
」

郵 便

郵 貯

簡 保

窓 口

収
入
配
分
ル
ー
ル

窓 口

郵 貯

簡 保

窓 口

• 4つの事業をどのよう
に定義するのか

• どのように「窓口事
業」を切り出すか

• 当初、各3つの事業
から「窓口事業」に対
する手数料をどういう
ルールで配賦するか

• 手数料水準をどのレ
ベルに設定するか

今後どのような収益
のふれ幅が想定され
るのか

経営の自助努力に
よって安定収益を実
現するためにはどう
すればよいか

事業の単位の定義と手数料ルール 将来損益を左右するレバーの確認

外部要因 自助努力要因

資料－4
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外部要因を勘案した4事業将来シナリオ設計の考え方

共通外部要因 各事業特有の外部要因 シナリオが
必要な部分

郵 便

郵 貯

簡 保

窓 口

固定的と想定 不確定と想定

• 各事業のコスト
はここでは中計
をベースに引き
伸ばし
– 人件費
– 物件費
– 減価償却費

3事業のシミュレーション結果を
基に複数の配賦の前提に従って
窓口に配賦

• 各商品の単価 • 各商品の引受
郵便物数

• 預金残高
• 各種運用利回り

• 保険保有金額
残高

• 予定利率

• 預託金
• 財投債
• 貸付金

• 死亡率
• 解約率金利動向

資料－5

外部要因によって今後どのような収
益のふれ幅が想定されるのか
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民営化後の戦略自由度と事業ポテンシャルの関係

鍵となるステップ

外部要因に影
響される部分の
明確化

1.窓 口 2. 郵 便 3. 郵 貯 4. 簡 保

イコールフッティング化、金利環境等の影響を勘案

① 組織・形態別
のコスト構造

② 郵便局の変革

資料－6

戦
略
的
自
由
度
の
拡
大

他社とのＭ＆Ａも
含めた事業成長

新事業による
自力成長

抜本的な経営
効率改善

組織体系変更に
よる経営効率化

事業のオペレー
ション効率化

③ 金融商品販
売

④ 非金融商品
販売

③ 海外戦略

② 郵便局配置の
効率化に伴う
経営効率改善

インパクト
(概念的)

① 生産性改善の
横展開

生産性改善・調達
コストの削減

商品開発力・運用強化
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次のステップ

• ４事業モデルの試算

• 各事業モデルの詳細検討

• 金融システムとの整合性などのチェック


